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第 6 章 誘導施策

第１節 誘導施策の基本的な考え方
これまで全国的に人口増加や市街地の拡大を前提に、都市計画法に基づく土地利用

の規制等によって住宅や都市機能の立地がコントロールされてきましたが、人口減少
社会によってその前提が大きく変化しています。
これからのまちづくりは、従来の土地利用の規制等だけでなく、都市をマネジメン

トし、新たな視点で取組を進めていく必要があります。
居住を誘導するための施策として、住宅の取得等に対する支援、居住環境の向上等

を推進し、都市機能を誘導するための施策として、公共施設の整備や民間事業者によ
る誘導施設の整備促進を進めていくことが考えられます。

居住を誘導するための施策 都市機能を誘導するための施策

１．住宅の取得等に対する支援
２．低未利用土地等の利用促進
３．良好な都市環境の整備

１．公共施設の整備等
２．民間事業者による誘導施設　　　
　　の整備等促進

施策 事業名

国の施策、国の支援を受けて市が
実施する施策

・低未利用土地の適切な利用・管理を促進するための税制特
例措置
・公共施設等の適正管理に係る地方財政措置（公共施設等適
正管理推進事業債）

市が独自に講じる施策（※）
・空き家バンク制度等による中古住宅の流通促進
・移住・定住を促進するための施策
・おでかけミニバス 等

※「相馬市地方創生総合戦略Ver.2.1（令和4年6月改定）」における具体的な施策 等

表18 想定される施策
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第２節 居住を誘導するための施策
１．住宅の取得等に対する支援
施策 空き家バンク制度等による中古住宅の流通促進

施策の概要
空き家の売却や賃貸を希望する所有者から申請を受けて登録
した空き家情報を購入・賃貸の希望者に紹介する。

実施主体 相馬市（建築課）

施策の位置づけ
※「相馬市総合計画「相馬市マスタープラン2017」（平成29
年2月策定）」第８章

【実施イメージ】
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施策 移住・定住を促進するための施策

施策の概要

相馬市内に移住・定住を希望する方を対象に総合的なサポー
トを確立し、移住・定住の促進を図ります。
東京圏からの移住者のうち、就業・起業要件に該当する方に
支援金を支給します。等

実施主体 相馬市（企画政策課内 そうま移住定住総合窓口）、福島県

施策の位置づけ
※「相馬市地方創生総合戦略Ver.2.1（令和4年6月改定）」に
おける具体的な施策

【実施イメージ】
《相馬市移住支援金》
 東京圏からの移住者のうち、東京23区に5年以上在住又は通勤している方が市へ移住し、県が
運営する求人情報サイトに求人情報を掲載する企業等に就業、または起業した場合に移住支援金
を支給する。

《ふくしま移住希望者支援交通費補助金》
県内への移住を希望・検討している方が実際に県内を訪れ、移住する際に必要な現地調査・現地
活動を行った場合に、その交通費を補助する。

《相馬市住宅取得支援事業補助金》
人口減少対策と地方創生の実現のため、移住・定住の促進、地域の活性化の観点から、市に移
住・定住するため住宅を取得する方に、市と県が共同で補助を行う。
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２．低未利用地の利用促進
施策 低未利用土地等に係る国の税制優遇制度の周知

施策の概要
低未利用土地や空き地等の取得等に係る国の税制優遇制度を
周知し、街なか居住区域内の土地利用を促進します。

実施主体 国

施策の位置づけ
相馬市総合計画「相馬市マスタープラン2017（平成29年2月
策定）」第８章

〔主な制度の概要〕
・都市のスポンジ化対策のため、一定の要件を満たす500 万円以下の低未利用土地等の取引に対
して売主の長期譲渡所得から100 万円を控除。

・空き家の発生を抑制するため、相続人が家屋等を譲渡した場合、一定の条件を満たした場合、
譲渡所得から3,000 万円を控除。
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３．良好な都市環境の整備
施策 おでかけミニバス

施策の概要

中心市街地での買い物支援を目的とした、交通手段を持たな
い６５歳以上の高齢者が無料で利用できる、各地域と中心市
街地を結ぶ福祉巡回車の運行。
※令和６年時点

実施主体 相馬市（企画政策課）

施策の位置づけ
※「相馬市地方創生総合戦略Ver.2.1（令和4年6月改定）」に
おける具体的な施策

【実施イメージ】※令和６年時点
 《対象者》：①市内在住の65歳以上
       ②災害市営住宅ルートは、災害市営住宅に住んでいる方
 《運 賃》：無料
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第３節 都市機能を誘導するための施策
１．公共施設の整備等

施策
公共施設等の適正管理に係る地方財政措置（公共施設等適正
管理推進事業費）

施策の概要

公共施設等総合管理計画に基づき実施される事業で、①個別
施設計画に位置づけられた公共施設等の集約化・複合化事
業、②立地適正化計画に基づく地方単独事業等に対し、元利
金の償還に対し地方交付税措置のある地方債措置等を講じる
もの。

実施主体 国

施策の位置づけ ※「相馬市公共施設等総合管理計画（令和６年３月 改訂）」

【実施イメージ】
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２．民間事業者による誘導施設の整備等促進
施策 福島県企業内子育て支援施設整備事業費補助金

施策の概要
企業が従業員の子どもを預かる保育施設等を整備することで
安心して働き続けられる環境を実現し、男女が共に働きやす
い職場づくりを目的に、県が補助金を交付する。

実施主体 福島県

施策の位置づけ
※「相馬市地方創生総合戦略Ver.2.1（令和4年6月改定）」に
おける具体的な施策

【実施イメージ】
《企業内保育所整備事業1型》
 ・保育を実施する上で必要となる備品購入費(1件1万円以上(税抜き)のものに限る)
 ・防犯上必要となるフェンス、園庭、屋外遊具等の整備工事
 ・その他企業主導型保育事業を実施する上で、必要な工事等として知事が認める経費
《企業内保育所整備事業2型(単独型)》：新たに企業内保育所を整備する者
 ・新たに企業内保育所を整備するために必要な施設の改修、修繕等の工事費
 ・保育を実施する上で必要となる備品購入費(1件1万円以上(税抜き)のものに限る)
 ・その他知事が必要と認める経費
《企業内保育所整備事業2型(共同利用型)》：複数の企業等が共同で新たに企業内保育所を整備す
                    る場合の代表者
 ・新たに企業内保育所を整備するために必要な施設の改修、修繕等の工事費
 ・保育を実施する上で必要となる備品購入費(1件1万円以上(税抜き)のものに限る)
 ・その他知事が必要と認める経費
《企業内キッズスペース整備事業》：新たに企業内キッズスペースを整備する者
 ・新たに企業内キッズスペースを整備するために必要な施設の改修、修繕等の工事費
 ・運営上で必要となる備品購入費(1件1万円以上(税抜き)のものに限る)
 ・その他知事が必要と認める経費


